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プロトタイプ政策研究所所長・シニアパートナー弁護士 落合孝文
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渥美坂井法律事務所外国法共同事業

プロトタイプ政策研究所所長

シニアパートナー弁護士（第二東京弁護士会所属）

takafumi.ochiai@aplaw.jp

慶應義塾大学理工学部数理科学科卒業。2005年慶應義塾大学大学院理工学研究科在学中に司法試験合格。2006年弁護士登録（第二東京弁護士会）。
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業プロトタイプ政策研究所所長・シニアパートナー。金融、不動産、交通等の新規事業開発や規制対応、情報利活用、海外進
出等に関するサポートを行う。

公的団体等
デジタル庁 デジタル臨時行政調査会作業部会委員
内閣府規制改革推進会議 専門委員
内閣府国家戦略特区WG 座長代理
内閣府新技術等効果評価委員会 委員
経済産業省Society5.0における新たなガバナンスモデル検討会 委員
経済産業省「貿易分野データ連携ワーキンググループ」委員
経済産業省「スタートアップ新市場創出タスクフォース」委員
総務省「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」委員
総務省「特定利用者情報の適正な取扱いに関するワーキンググループ」委員
総務省「情報通信法学研究会」委員
厚生労働省「オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会」委員
厚生労働省「医薬品の販売制度に関する検討会」委員
国土交通省「MaaS関連データ検討会」委員
金融庁「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」オブザーバー
総務省・経済産業省「情報信託スキームの情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」委員
経済産業省、公正取引員会、総務省「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会 データの移転・開放等の在り方に関するワーキング・グループ」委
員（終了）
公正取引委員会「情報システム調達に関する意見交換会」委員（終了）
厚生労働省、総務省、経済産業省 国民の健康づくりに向けたPHRの推進に関する検討会 民間利活用作業班 委員
東京都「ウェルネス分野におけるデータ活用研究会」委員（終了）
福岡県国際金融都市アドバイザー 他多数
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地方都市に関する課題
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 課題自体の変化
 地域経済の変化

• 人口減少、EC等の情報サービスの進展により、地域経済自体が縮小する状況

• 地域内の対立（中心市街地 ⇔ 郊外）が従前の論点であったが、地域自体
の沈み込みを進める中で、政策的に意義ある打ち手が必要

 社会環境の変化

• 災害の激甚化を踏まえ、比較的安全な場所に存在することが多い歴史的な中
心市街地の再評価

• 一方で、中心地の空き家、空き地、コンパクトシティの不徹底などから、中
心地が活用しにくい状況は悪化している

• デジタル事業、インフラに関する投資や、カーボンニュートラルに関する取
り組みなどで社会的に新たな取り組みが進められる一方で、物流の2024年問
題、介護業界など人手不足に直面することも増加

• 中小小売業の経営層の世代交代が迫っており、二次創業等を促すための事業
承継の円滑化が必要

 生活に直結するサービスの存続可能性

• インフラ、エッセンシャルサービスなどの維持可能性について、例えば国家
戦略特区でも、地域の人流・物流や、医療・介護等のサービスの維持可能性
に関する規制改革提案が多く提出されている

• 交通、金融、通信・放送など様々な業界の所管省庁も、地域における企業体
・サービスの存続可能性を考慮した、産業の維持に関する議論を行っている

 課題変化を踏まえ、中心市街地活性化の意義も見直しながら議論す
ることが重要（ガバナンスの変革手法について次頁以降で説明）
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「アジャイル・ガバナンス」の基本的な考え方
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Society4.0以前 Society5.0

日常生活とデ
ジタル技術の
関係

フィジカル空間とサイバー空間とが
分離している

フィジカル空間とサイバー空間とが
一体化し、日常生活に不可欠な
基盤に

信頼の対象 有体物（ヒト・モノ） 無体物（データ・アルゴリズム）

取得するデータ 限定的 大規模・広範囲・多種類

判断の主体 ヒトのみ AI・システムの影響が拡大

システムの状態 安定的 流動的

結果の予見・
統制可能性

予測・統制可能な領域が多い 予測・統制不能な領域の拡大

責任主体 特定しやすい 特定が困難

支配力の集中 集中しやすい より集中しやすい

地理的関係性 ローカルまたはグローバル ローカルかつグローバル

• 社会は複雑かつ急速に変化し、予想困難かつ統制困難となる

• ガバナンスによって目指すべき「ゴール」自体も変化し続ける

⇒ Society5.0のガバナンスモデルは、常に変化する環境、技術とゴールを踏まえ、

最適な解決策を見直し続けることが必要。

出典：経済産業省GOVERNANCE INNOVATION Ver.2: アジャイル・ガバナンスのデザインと実装に向けて
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アジャイル・ガバナンスについて

©Atsumi & Sakai 2023

55

外部システムへの影響
（透明性・アカウンタビリティ）

評価

システムデザイン

運用

環境・
リスク分析

ゴール設定

外部システム
からの影響

アジャイル・ガバナンスとは、

「環境・リスク分析」「ゴール設定」「システムデザイン」「運用」「評価」「改善」といっ
たサイクルを、マルチステークホルダーで継続的かつ高速に回転させていくガバナンス
モデルをいう。

出典：経済産業省GOVERNANCE INNOVATION Ver.2: アジャイル・ガバナンスのデザインと実装に向けて
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各主体の役割の変化と利益
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コミュニィ・個人

規制にかかる
リソースの解放

イノベーション
の促進

政府

企業

社会的価
値の保護

•消極的な受益者から
積極的な評価者へ

•ネットワークの力を活用
し多様な価値観を反
映

•ルールの設計者から
ファシリテーターへ

•監督・執行への協力
インセンティブの付与

• ルールの遵守者から設計者へ

• ガバナンスシステムの構築とアカウン
タビリティの確保

相互対話
の促進

出典：経済産業省GOVERNANCE INNOVATION Ver.2: アジャイル・ガバナンスのデザインと実装に向けて
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政府の市街地施策の整理
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 地方創生に関する複数の施策の競合
 関連法令も含めた複数施策の存在、地方創生推進交付金等の助成事業の利

用推進などの一方で、中心市街地活性化基本計画の認定は減少傾向にある
 地域再生法は平成17年の法制定以降、８度の法改正（H19,20,24,26,27,28,30,R1）に

よりR５・３までにで11,756件が地域再生計画に認定（「地域再生制度の概要」より）

 大規模小売店舗立地法、地域未来投資促進法その他考慮すべき法令は多數の可能性

 社会環境の変化

 今後の検討にあたっての準備事項
• 政策・法令に基づく施策、交付金等について、全般的にそれぞれの政策・法令の目的、用意

されている支援メニュー、支援数、自治体等実際の用途、効果等を整理することは重要

• 内閣府、国土交通省、経済産業省に加え、総務省なども関係者になりうる

• なお、地域再生法における法改正を例としても、BID制度等活用が進んでいないと思われる
ものもあり、効果の有無を見極めつつ施策を整理することが必要

出典：本委員会第１回資料５・１８及び２５頁より
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デジタルライフライン全国総合整備計画
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出典：経済産業省https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/lifeline.html

 直近では以下のような人流、物流等に関する総合整備計画の実施も検
討が進められており、施策間の連携はより重要に
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中心市街地活性化法の検討における視点
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 地域における商業機能の維持
 商業施設等のランドマークとなる特に重要となる民間商業施設、地域内の商流形成に

関する百貨店等の機能に関する評価

 百貨店等の商業側のソフト面での支援はこれまで十分に行われていない（前回の発表
の八戸市の事例でも百貨店の撤退を防ぐ余地があったのでは）

 行政の関与が極めて強い中で良い効果が生じていない例もあり、民間の創意工夫の利
用とうまく組み合わせることが必要（例：青森市のフェスティバルシティ・アウガ）

 郊外における産業集積地や観光地と、中心市街地の連携を見据えた
役割分担

 産業集積を進めて地域経済を活性化することは、単純には、中心市街地活性化の促進
に繋がらない可能性

 自家用車を利用する住民が、公共交通・徒歩を利用するに値する状況を作れるか。踏
み込んだまちづくりのリ・デザインが求められるのでは（次頁において、国土交通省
の「地域公共交通の「リ・デザイン」」も紹介）

 地域によっては、商店等の集積だけでなく、駐車スペース等の確保も必要となりうる

 中心市街地の利用促進
 防災や一定の地域への居住者の集積による効果を考えた場合に、空き家、空き地に対

する対策を強化し、居住空間を整備することも有益ではないか

 特に同一自治体外からの転居と、郊外での産業集積などの関係も踏まえて整備を進め
ることも有益ではないか
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地域公共交通の「リ・デザイン」
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出典：国土交通省交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会中間とりまとめ

 交通側において、地域経営とも連携しつつ、公共交通のインフラ、サ
ービス提供について見直しが行われ、交通ネットワークに関する見直
しも行われる
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中心市街地活性化法の検討における視点
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 中心市街地活性化法の位置づけ
 他の法令、施策に比べて比較的重厚な枠組みを有しており、それに見合った効果がある

施策を加えてはどうか

 どの自治体でも比較的使いやすい制度・政策は他にも複数存在するので、むしろ支援策
を強化して、地域での合意を行って力強く施策を実施できる自治体向けのものとするこ
とが考えられないか

 人材の確保、コンパクトシティの実装などの施策は重要であるが、人口減少、デジタル
化の進展ほか、地域経済に関して厳しい環境が続くことは中長期的なトレンドとして存
在する。１～２年単位の流行りに乗らずに、できる限り構造的な都市開発・維持につな
がる施策が望ましいのではないか

 追加して考えうる施策
 中心市街地の再開発土地開発公社、UR等が土地を取得して第三者に提供して再開発を

推進する業務を追加するなど、大規模再開発を進めることが考えられないか

 商業機能の再生と事業承継の円滑化に資する抜本的な対策を検討できないか

 コンパクトシティを実質化するための、開発等の規制強化、不動産取得手法の整備や補
助、税制施策の優遇

 東京等の郊外から中心市街地への移転推進の助成金、推進税制等



ご清聴ありがとうございました。

お問い合わせ先

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業
〒100-0011

東京都 千代田区 内幸町2-2-2   
富国生命ビル (受付: 16階)

WEB: www.aplaw.jp

プロトタイプ政策研究所所長

シニアパートナー／弁護士 落合孝文

E-Mail: takafumi.ochiai@aplaw.jp

（第二東京弁護士会所属）




